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第８１回教育研究評議会議事概要 

 

 日 時  平成２３年５月２０日（金）１３時３０分～１５時４５分 

 場 所  事務局大会議室 

出席者  中村（議長），長野，樫見，櫻井，生田，柴田，前田，横山，鹿島，菅野，加納，

瀧本，山田，大谷，山本，中西，向，大竹，井上，尾島，向田，笠井，青木， 

澤田  

 欠席者  中村，矢倉，山崎，石田，井関，大久保，松井，福森，富田 

陪席者  脇坂，古川，田中，小笠原，谷内江，長尾，有松，三浦，中島，森本，中村， 

西谷，宮坂 

 

議事に先立ち，議長から学長特別補佐の紹介が行われた。 

 

１ 前回議事確認 

  第８０回教育研究評議会（４月１５日開催） 

 

２ 協 議 

（１） 大学院改組について 

議長から平成２４年４月からの大学院改組について説明があった後，教育担当

理事から，[資料１]に基づき，詳細説明があった。 

その際の質疑応答は以下のとおり。 

・ 人間社会環境研究科博士前期課程の改組案における学際融合性に関す 

る考え方及び細分化された各専攻に係る定員充足に対する考え方は 

  → 現行の人間社会環境研究科博士前期課程は，学際融合性に重点を置い

たため学生・社会のニーズにマッチしなかった部分があった。改組案で

は，学際融合性とのバランスを考慮して専門性を基礎とした学際融合性

を有する専攻編成としている。 

    大学院における定員充足については，専攻ごとの定員充足が重要であ

るが，学士課程と異なり定員を満たさないことにより運営費交付金の減

額はないと思われる。しかしながら，大学院の定員が満たされない場合

は，大学全体の教育に対する評価に関して，何らかのマイナスの評価を

される可能性があると思われる。 

これらの質疑応答，説明を踏まえ，本件は原案のとおり承認された。 

併せて，議長から，２年後の博士後期課程の際には，これらの議論を踏まえ

た検討を十分に行うよう指示があった。 

（２） 金沢大学フロンティアサイエンス機構規程の改正について 

議長から，フロンティアサイエンス機構の業務，組織構成等を明確にするた

め規程を改正することについて説明があった後，研究・国際担当理事から，［資

料２] に基づき詳細説明があり，審議の結果，承認された。 

   （３）金沢大学職員旅費規程の改正について 

議長から，支度料の廃止，旅費支給業務の合理化・業務負担の軽減を図るた

め規程を改正することについて説明があった後，財務・附属病院担当理事から，

［資料３] に基づき詳細説明があり，審議の結果，承認された。なお，学生へ

の旅費支給について質疑応答があった 
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（４）金沢大学キャンパスマスタープラン２０１０の策定について 

       議長から，キャンパスマスタープランの目的について説明があった後，財務・

附属病院担当理事から， [資料４]に基づき詳細説明があり，審議の結果，基本

的な方向性について承認された。なお，審議の際にキャンパス整備委員会マス

タープラン２０１０策定作業部会長からマスタープランに記載されていない細

部については引き続き意見を寄せて欲しいとの発言があった。併せて，里山を

活用した学生が自慢できるようなキャンパスつくりについて意見交換が行われ

た。 

（５）入学検定料免除の対象となる自然災害の決定について 

議長から，自然災害を受けた入学志願者の入学検定料の免除については「自 

然災害等で被災した受験生への配慮の基本方針について」（第５２回教育研究 

評議会承認・平成２０年１０月１７日開催）に基づき，災害発生地域ごとに本 

会議及び役員会に諮り，学長が決定していることが説明された。その後，教育 

担当理事から[資料５]に基づき，今回追加する具体的な地域について説明があ

り，審議の結果，承認された。 

          （６）国立大学法人金沢大学職員懲戒規程第２条第１項に基づく懲戒処分の審査につ 

     いて 

審査委員会委員長から，事案の審査結果について報告があり，審議の結果，承 

認された。 

 

３ 報 告（１） 

（１）人事について 

    議長から，［資料６] に基づき報告があった。 

（２）科学研究費補助金交付内定状況について 

研究・国際担当理事から，［資料７]に基づき，平成２３年４月２８日現在の 

      科学研究費補助金の交付内定状況について報告があり，併せて申請件数の増加 

      に対して謝辞が述べられた。 

（３）研究関係資金獲得状況について 

研究・国際担当理事から，［資料８]に基づき，平成２２年度の研究関係資金

の獲得状況について報告があった。 

（４）特許等実施許諾契約について 

研究・国際担当理事から，［資料９]に基づき，平成２３年３月末日現在の特

許等実施許諾契約の状況について報告があった。 

（５）大学間交流協定の締結について 

研究・国際担当理事から，［資料１０－１，１０－２及び１０－３]に基づき，

本学と国立台湾大学，東アジア・東南アジア地球科学計画調整委員会及び中国

科学院地理科学・資源研究所との大学間交流協定の締結について報告があった。 

（６）東北地方太平洋沖地震に対する本学の対応について（その４） 

危機管理担当理事から，[資料１１]に基づき，本学が実施した東北地方太平

洋沖地震への対応策について報告があった。 

（７）夏季軽装の実施並びに夏季一斉休業等について 

総務部長から，東日本大震災による節電の必要性を踏まえ，本年度における

夏季の軽装期間を５月１６日（月）から１０月３１日(月)とすること，また，

今年度の夏季一斉休業を８月１２日(金)，１５日（月）及び１６日(火)とする
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こと，夏季休暇や年次休暇を活用した連続休暇の取得促進等について報告が 

あった。 

 

 

○第８２回教育研究評議会  ６月１７日（金）   １３時３０分から 


